
] 金融商品の時価に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 417¶702¶685 417¶702¶685 0

]未収金 335¶301¶115 335¶301¶115 0

^未払金 (520¶686¶760) (520¶686¶760) 0

(注１) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
(注２) \現金及び預金、]未収金、^未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項
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翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行った固定資産は以下のとおりです。
１．使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

種 類 用 途 場 所

土地 大阪支所敷地、樹木 大阪府交野市

建物 大阪支所庁舎、実験室、諸作業装置ほか 大阪府交野市

構築物 大阪支所雑工作物、門、囲障ほか 大阪府交野市

４．将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
（単位：円）

種類 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減損額の見込額

土 地 718¶205¶708 0 718¶205¶708

建 物 10¶602¶502 0 10¶602¶502

構 築 物 296¶214 0 296¶214

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損
損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 損 益 内 損 益 外

建 物 283¶023¶752 1¶412¶000 0 284¶435¶752 138¶536¶509 18¶507¶438 0 0 0 145¶899¶243

構 築 物 244¶111¶101 783¶169 0 244¶894¶270 137¶045¶061 31¶528¶545 0 0 0 107¶849¶209

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 1¶100¶394¶507 99¶681¶567 118¶694¶617 1¶081¶381¶457 937¶689¶527 74¶205¶716 0 0 0 143¶691¶930

車 両 運 搬 具 16¶274¶171 0 0 16¶274¶171 13¶840¶201 1¶733¶516 0 0 0 2¶433¶970

工具器具備品 916¶403¶324 127¶060¶719 75¶470¶958 967¶993¶085 650¶408¶670 106¶623¶952 0 0 0 317¶584¶415

計 2¶560¶206¶855 228¶937¶455 194¶165¶575 2¶594¶978¶735 1¶877¶519¶968 232¶599¶167 0 0 0 717¶458¶767

建 物 4¶057¶168¶288 0 0 4¶057¶168¶288 2¶704¶689¶445 136¶137¶094 0 0 0 1¶352¶478¶843

構 築 物 7¶277¶645¶073 0 25¶478¶423 7¶252¶166¶650 5¶315¶738¶055 179¶295¶773 0 0 0 1¶936¶428¶595
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２．使用しなくなる日
平成25年度中としております。

３．使用しないという決定を行った経緯及び理由
大阪支所については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議
決定）を受け、平成25年３月28日の理事会において、その機能を三鷹本所に統合することを決定
しました。平成25年度に大阪支所を廃止し、当該支所に係る財産については平成25年度末までに
現物により国庫に納付する予定です。

独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
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当法人が、独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所
及び独立行政法人電子航法研究所と統合されることが決定されていた「独立行政法人の制度及び組織
の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）については、「平成25年度予算編成の基本方針」（平
成25年１月24日閣議決定）において、当面凍結となりました。
重要な債務負担行為について
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当該会計年度に契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下のとおりです。
中央電子計算機システム計算サーバ等の保守・運用管理 41¶742¶855円
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